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１．はじめに
国際社会は、デジタル化・グリーン化を基軸とし

て変革の最中にあるが、このような環境変化の中で、
日本が持続的な経済成長を実現するためには、企業
がそのポテンシャルを最大限に発揮することが重要
であり、官民一体となって成長を後押しする体制が
必要である。

2016年に中小企業庁が発表した統計１によると、

我が国の企業数は358万社であり、そのうちの99.7%
が中小企業であるという。従業者数で見ても、中小
企業は66.8%を占めている。一社でも多く、競争力
を高め、成長を実現する中小企業が増えれば、日本
経済成長の後押しになり、地域活性化にもつながる
ことが期待される。

本稿では、経営資源が少ない中でも中小企業が競
争力を高め、成長するためのツールとして知的財産
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